
平成２７年度　政府予算案（大阪府教育委員会関連）の決定内容
平成27年2月23日
大阪府
※ ２月２日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
	要望・提案事項
	概　算　要　求　状　況　等
	予 算 内 容 等
	備　考

	１．豊かな心の育成

(１) いじめ対策等総合推進事業の拡充
(２) スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの配置
	◆概算要求の状況　文部科学省

○いじめ対策等生徒指導推進事業（いじめ対策等総合推進事業の一部）　　　　　　　　　　　　　　　　　〔全〕０．５億円　

　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｈ２６：〔全〕０．５億円）
○外部専門家を活用した教育相談体制の整備・関係機関との連携強化等（いじめ対策等総合推進事業の一部）

〔全〕６３．８億円の内数　

　　　　　　　　　　（Ｈ２６：〔全〕４６．９億円の内数）

○スクールカウンセラーの配置拡充

・公立中学校等における週5日相談体制の実施 200校→400校

・公立小･中学校の相談体制の連携促進　　　200校→400校

・貧困対策のための重点加配　　　　　　　　　700校（新規）

○スクールソーシャルワーカーの配置拡充

・段階的に配置拡充　　　　　　　　　1,466人→4,141人

・貧困対策のための重点加配　　　　　　　　700人（新規）
	〔全〕０．８億円の内数
〔全〕４８．５億円の内数

２００校

３００校

６００校

２，２４７人

６００人
	

	２．特別なニーズに対応した教育の推進

(１) インクルーシブ教育の望ましい姿の検討
(２) 支援を必要とする児童生徒の教育環境の充実

　・特別支援学校における専門職員の配置

　・特別支援学校における教室転用工事に対する財政支援

　・高等学校への特別支援学級や通級指導教室の設置に向けた制度改正

　・特別支援学級や通級指導教室の増設に必要な人的措置
	◆概算要求の状況　文部科学省

○医療的ケアのための看護師配置（インクルーシブ教育システム構築事業の一部）　　　　　　　〔全〕１３．３億円の内数　

（Ｈ２６：〔全〕１３．２億円の内数）

○キャリア教育・就労支援等の充実事業（自立・社会参加に向けた高等学校段階における特別支援教育充実事業の一部）

〔全〕４．５億円の内数　

（Ｈ２６：〔全〕４．５億円の内数）

○教職員定数の増≪再掲≫

・特別支援教育の充実　　　　　　　　　　　　　　３１０人
	〔全〕１１．７億円の内数

〔全〕３．９億円の内数

１００人
	

	
	
	
	

	３．教育費負担の軽減に向けた経済的支援

(１) 奨学施策の充実
	◆概算要求の状況　文部科学省

○「有利子から無利子へ」の流れの加速　〔全〕９７９．７億円　
（Ｈ２６：〔全〕７３３．３億円）

○無利子奨学金事業の拡充
・事業費　　無利子奨学金　　2,999.6億円→3,196.2億円

＜有利子奨学金　　8,677.2億円→8,649.8億円＞
・貸与人員　無利子奨学金　　　　44.1万人→47.1万人

＜有利子奨学金　　　　95.7万人→93.9万人＞
○より柔軟な「所得連動返還型奨学金制度」の導入に向けた対応の加速

≪概算要求額不明≫
	〔全〕８０８．１億円

3,124.8億円
＜7,965.8億円＞
46.0万人
＜87.7万人＞
〔全〕１．５億円

26補正〔全〕６．６億円
	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
	要望・提案事項
	概　算　要　求　状　況　等
	予 算 内 容 等
	備　考

	４．現場重視の学校運営・地方教育行政の改革

(１) 県費負担教職員に係る市町村への権限移譲
	◆予算項目以外の状況
「平成26 年の地方からの提案等に関する対応方針」（H27.1.30閣議決定）において、次のとおり、方針が示された。

県費負担教職員の給与等の負担、都道府県教育委員会の県費負担教職員の任命権、県費負担教職員に係る定数の決定及び学級編制基準の決定については、県費負担教職員の任命権に係る条例による事務処理特例制度の運用状況を踏まえつつ、広域での人事調整の仕組みにも配慮した上で、中核市等に権限を移譲する方向で検討を行い、小規模市町村を含めた関係者の理解を得て、結論が得られたものから順次実施する。

また、条例による事務処理特例制度のより一層の活用を図るため、当該制度による人事権の移譲を希望する中核市等については、平成27年度以降、関係する都道府県や市町村との協議の場を設けるなど、合意形成に向けた支援を行うことを、関係団体に速やかに通知する。
	

	５．きめ細かで質の高い教育に対応するための教職員等の指導体制の整備

(１) 教育条件整備に向けた支援
	◆概算要求の状況　文部科学省

○義務教育費国庫負担金　　　　　　〔全〕１兆５，２５８億円

　　　　　　　　　　　　　（Ｈ２６：〔全〕１兆５，３２２億円）

○教職員定数の改善　　　　　　　　　　　　　　　　2,760人

●授業革新等による教育の質の向上　　　　　　　　　（580人）

　・課題解決型授業（アクティブ･ラーニング）の推進 　300人

　・授業革新に向けた研修の充実　　　　　　　　　　　100人

　・小学校における専科指導の充実　　　　　　　　　　150人

　・学制改革への対応（小中一貫教育の充実）　　　　　　30人

●チーム学校の推進　　　　　　　　　　　　　　　（1,010人）

　・学校マネジメント機能の強化（教頭・主幹教諭等の充実）230人

　・学校の事務機能の強化　　　　　　　　　　　　　　500人

　・養護教諭・栄養教諭等の配置充実　　　　　　　　　130人

　・専門人材の配置充実　　　　　　　　　　　　　　　150人

　　（学校司書､ＩＣＴ専門職員､地域連携担当職員等の充実）
●個別の教育課題への対応　　　　　　　　　　　　　（700人）

　・家庭環境や地域間格差など教育格差の解消　　　　　200人

　　（学力保障に必要な教員の加算措置）

　・いじめ等の問題行動への対応　　　　　　　　　　　190人

　・特別支援教育の充実　　　　　　　　　　　　　　　310人

●学校規模の適正化への支援　　　　　　　　　　　　（470人）

　・学校統合に係る支援　　　　　　　　　　　　　　　350人

　・複式学級編制の標準の引き下げ　　　　　　　　　　120人
※教員給与の改善

　・部活動手当等の改善：3,000円→3,600円（H28.1～）
	〔全〕１兆５，２８４億円

新たな定数措置　９００人

（２００人）
１００人

－　人

１００人

－　人

（２３０人）
１００人

３０人

１００人

（２５０人）
１００人

５０人

１００人
（２２０人）
２００人

 ・過疎地の小規模校への支援 ２０人

自然減･統合減･合理化減 ▲4,000人
※人事院勧告反映による給与改定
・部活動手当の改善見送り
	


注） 〔全〕：全国枠予算、〔国〕：国費ベース、〔事〕：事業費ベース
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